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1.は じ め に
近年 の激 しい経済環境 の変化 にともない,企 業 における,こ れ まで の 「管理;control」 中心
の考え方 は,能 動 的に行動 するメ ンバー(筆 者[1]は これを 「自働化 され たメ ンバ ー」 と呼ん
で いる)の 主体 的問題解 決 に対す る 「支援;support」 中心 の考 え方 へ とシフ トしつつあ る[2]。
とりわけ,OA'に 対す る考え方の変化 は特徴 的であ り,IT活 用 による 「人間 の事務 作業 の代 替」
か ら 「人 間の知 的 ・創造 的活動の支援」 へ と移 って きている。筆者 ら[3]は この よ うな流 れ に
注 目 し,経 営学,シ ステム工 学,人 間工学,社 会学,認 知科学等,幅 広 い側 面か ら 「支援概念」
を捉 え,独 自の学 際的な研 究活動 を展開 して きた。
一方,上 記 の 「人 間の知 的 ・創造的活動」への関心 の高 ま りを背景 に して,ナ レッジ ・マネ ジ
メ ン ト(KnowledgeManagement;以下 「KM」)やeラ ーニ ングが注 目されている。 さ らに,
筆者 ら[4]は サプライチ ェー ン ・マネ ジメン ト(SupplyChainManagement;以下 「SCM」)
において も,供 給連 鎖のみな らず,知 識の連鎖(ナ レッジチ ェー ン)が 必 要であ るという認識の
もとに,「 知識 の連鎖」 と 「ITの 有効 活用」 に焦点を当て たマネジメ ン ト・コンセプ トと して,
「ナ レッジチ ェー ン ・マネ ジメン ト」(KnowledgeChainManagement;以下 「KCM」)お よ び
「e一ナ レッジチ ェー ン ・マネ ジメン ト」(KnowledgeChainManagement;以下 「e-KCM」)を
提唱 している。KCMは,こ れまでKMに おいて個別企業 ごとに行 われて きた,自 働 化[1]さ れ
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たメンバ ーによる知識共 有を,サ プライチェー ンあるいはデ ィマ ン ドチ ェー ン全 体で の知 識共 有 へ
と拡張 した概念であり,ITの 積極 的活用による人間 の知 的 ・創造的活動の支援[3]を 通 して,エ
ンパ ワーメ ント[5]と コラボ レーシ ョンの実現 をめざ した概念である。 またe-KCMは,KMか ら
KCMへ の知識共 有の拡 張の過 程で,ITの 活用 とメ ンバ ーの学習 が重要 な役 割を果たす ことに注
目 し,eラ 一二 ングの方法 論 をKCMに 活 かそ う とす る もの で あ る。 こ れ は,e-SCM[6]
におけ る 「二重 の情報共有」 の概念[7]を 基礎 に してお り,KCMに お ける知識 共 有 とeラ ー
ニ ングにお ける知識共有 を統合 し(二 重の知識共有),メ ンバーの 自働化 と環 境 の変化 へ の ア ジ
ル な対 応の両立 をめざ した概念 であ る。
本研 究で は,SCMとKCM(e-KCMを 含 めて)と の関係 に焦 点を当 て,「 何 に全体 を合わ せ
込 むか?」 に対す る両者 の間 の主 眼の置 き方の違 いを表現す るための フ レームワークを提示す る。
そ れは,SCMで はボ トルネ ックに全体 を合 わせ込 むのに対 し,KCMで はベ ター ・ナ レッジあ
るいはベス ト・ナ レッジに全体 を合 わせ込 む とい う違いを意味す る。
その上 で,上 記の違 い はあ くまで も 「主 眼の置き方」 の違いであ り,SCMを シス テ ム と して
捉 え た場合,SCMの 全体最適 は,TOC(制 約理論)の 「ボ トルネ ックに全体 を合 わせ込 む」 と
い うべ ス・ト・ナ レッジ(「 ベ ター ・ナ レッジ」 とい うべ きか もしれ ないが,SCMに おいては 「ベ
ス ト・ナ レッジ」 として位置づ け られ る)に 全体 を合 わせ込 む ことによ り達成 され ることを指摘
す る。 その意味 か ら両者 は十分 に両立 可能で あり,マ ネ ジメン ト・シス テムと してのSCMの 中
にKCMを 取 り込む とい うア プローチによ りそれが実現 しうることを示唆す る。
2.SCMに お けるTOCとe-SCMにお け る 「二 重 の情 報 共有 」
リエ ンジニア リング(BusinessProcessReengineering;以下,BPR[8])に 行 き詰 ま った
日本 の多 くの企業 は,現 在SCMに 高い関心を寄せてい る。現在 このよ うにSCMが 注 目され て
い る背景 には,バ ブル崩壊後 の 日本経済 の構造的不況,コ ラボ レー ションやア ジ リテ ィへの関心
の高 ま り,パ ー トナ リングの必要 性の増大等 の要因 がある ものと考 え られる[9]。SCMは,こ
れ まで個別企業 や個別部門ごとに行われてきた自社や自部門の最適化を,供 給連鎖(サ プライチェー
ン)全 体の最適化へ とシ フ トさせ るマネ ジメ ン ト・コ ンセプ トで ある[10]。
近年 の企業 活動のgloba1化,情 報化の進展 にと もない,SCM研 究 にお いて も 「GlobalSCM」
[ll],「e-SCM」[6],[7],[ll]一[13]という新た な流れが生 じ始 めてい る。 さらに,筆 者 ふ研
究代表者 を務め る学術 フロ ンテ ィア推進事 業 「先端 的 グローバル ・ビジネスとITマ ネ ジメン ト」
の大型 研究 プ ロジェク トでは,こ れ らのシナ ジーを めざ した 「Globale-SCM」[14〕 の コ ンセ
プ トを提示 して いる。
SCMに おいて,そ の基本 となる考 え方 の一 つ に制 約理論(TOC;TheoryOfConstraints)
が あ る。TOCは,サ プライチ ェー ンを シス テムと して捉え た上で,「 システ ムの 目的(ゴ ール)
達成 を阻害す る制約条件 を見つ け,そ れを活用 ・強 化す るた めの経営手法」[15]で あ.り,市 場
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の変化へ の迅速 な対応,同 期化 した対応 を可能 に しょうとす る ものである。MRPシ ス テム では
最 終製品の生産の ス ピー ドにす べての工 程を合わせ込むの に対 して,SCMで は制 約 条件 となる
工程 に他 の工程が合 わせるのであ る。 その上 で,制 約条件の改善 に合 わせ てす べての工程 が同 じ
ペ ースで生産性 を高 めることによ り,サ プ ライ チェー ン全体 と してのスル ープ ットを拡大 してい
くわ けである。
一方,筆 者[11]は,安 藤[16]の い う 「潜在的組織参加者」 の概念 に基 づ き,「e-SCMに お
けるCSフ レーム ワー ク」 を提 示 して いる。 そ して,こ の フレーム ワー クを通 して,
①e-SCMが,サ プライチ ェー ンの内部への顧客(特 に消費者)の 取 り込 みを め ざす もので
あ ること
②e-SCMの 構築 によ り,CSお よびそれに よる好循環が期待 され るこ と
③ITの 活用 による情報の共有化がe-SCMの 中心 に位置 す ること
を指 摘 してい る。SCMに おいて も 「CS」 と 「情報 の共有化」 は重要 な課 題で あった が,e-SCM
ではそれを さらに徹底す ることが要求 され るのであ る。
上記 のCSの みな らず,ユ ーザー ・イ ノベ ー ション[17]の 面 にお いて も,e-SCMに お ける
「サプ ライチ ェー ンの内部への顧 客の取 り込 み」 とそのための 「IT活 用」 は,重 要な役割 を果 た
す。 ユ ーザ ー ・イノベ ー ションは,企 業→ ユーザー(顧 客)と い う片方 向の関係では起 こ り得な
い もの であ り,顧 客 とのイ ンタラ クテ ィブな コ ミュニケ ー ションがその必須条 件 とな る。 それ と
同様 に,e-SCMに お いて も,顧 客 とのイ ンタラ クテ ィブな コ ミュニケ ーシ ョン,そ して コ ラボ
レー ションの実現 が重要 な課題 とな るので ある。
以上 よ り,e-SCMの 果 たすべ き役割 は,顧 客 と企業 との コラボ レーシ ョンがサ プ ライ チ ェー
ン全体 に反 映 され るように,こ れ までSCMとe-businessのそれ ぞ れに おい て分離 して行 われ
て きたITの 積極 的活用 による情報共有 を共 有化(二 重の情報共有[7])し,顧 客(市 場)の 動
向に対 して,よ りア ジル に対応 しうるサプライチ ェー ンを構 築す ることにあるといえよう。
3.KMとeラ 一 二 ン グ
これまでのKMは,ド キ ュメ ン ト管理 システムをベ ースに構 築 され るこ とが多 か った ため,
企業 における知識共有 とスタテ ィックな知識 活用 レベル にとどまっていた。林[18]は,新 たに
KMにeラ 一二 ングの方法論 を活用す ることによ り,メ ンバ ーの知識共有 と学 習のズ ピー ドを上
げるべ きであ ることを指摘 してい る。今後,企 業 の ビジネス ・プ ロセスは,eラ ーニ ングを 活用
したメ ンバ ー間の コラボ レー シ ョンによって,よ り知的 ・創璋 的な活動 へ と進 化 して い くことが
予想 され る。1人1台 のPC環 境 とeラ 一二 ングの導入 によ って,必 要 な ときにそ の場 で学 習す
る ことが可能 とな って きてい るので ある[4]。
WorkplaceTrainingで は,業 務支援 と学習支援 が同 じ環 境で行われ るため,仕 事 と学習 の境
界 が消滅す る。 その結果,ビ ジネス ・プロセス内部 に学 習 システムが ビル トイ ンされ るこ ととな
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る。Webコ ン ピュー ティング環境 が進展 し,PC操 作 がWeb環 境 中心 とな ると,学 習 と仕事 は
よ り一体 化 してい くことが予想 され る。 業務時間内 に,必 要な部分 だけ,WBTで 細切 れ に学 習
す るよ うなパ ター ンも生 じるのであ る[18]。
eラ ーニ ングを核 と したKMは,EPSS(ElectronicPerformanceSupportSystems)へと
拡張 され る。EPSSと は,他 人か らの最小限 のサ ポー トで,高 い レベルの ジ ョブ ・パ フォー マ ン
スを可能 にす るための,統 合 された情報 へのオ ンデマ ン ド・ア クセ ス ・ツール を提供 す る電子 的
システムであ る。 このパ フ ォーマ ンスの支援 には,デ ータベー スと しての知識提供 と,仕 事 を支
援す るための ツールの供給 とい う二 つの側面があ る。 したが って,eラ ーニ ングの学習 システ ム
は,EPSSに おける一つ のサブ システム と して位置 づけ られ る。
こ う したeラ ーニ ングの適用 によ って,企 業のバ リュー ・チ ェー ンはよ り深化す ることになる。
eラ ーニ ングは,企 業 間のみ な らず,顧 客 と企業の相互学習 を促 し,両 者 の コラボ レー シ ョンに
よ り新た な製 品 と市場 の創造 を支援す るのである[4]。
4.KMか らK:CMへ
これ までのKMの 概念拡張 につ いて,林 ら[19]は 対 象領域 と知 識 活用 レベ ル の二 つ の側 面
か ら,次 の よ うな議論 を展 開 してい る。KMの 対象領域 は,当 初,個 別企業 内の知識共 有が中心
であ った が,最 近 では企業 間での知識共有 が加速 しつつ ある。 その理 由の一 つ にIT化 の 急速 な
進 展 があ る。 それ は,企 業情報 シスデムの構 築が クライア ン ト ・サ ーバか らWebコ ンピューティ
ングへ と移行 しつつあ り,企 業 間の知識 共有が容易 とな った ことを意味す る。 もう1つ は,経 営
環境 が大 き く変化 し,企 業間競争 が,企 業対企業 か らサ プライ チェー ン対 サプライチ ェー ンへ と
拡大 し始 めて いることで ある。最近 では顧 客 と企業,企 業 と企業の関係 は複雑化 し,多 次元 的な
構造 とな ってお り,e-SCMに よる企業 の戦 略提携 の強化 が求 め られつつあ る[20]。
このよ うな流 れの中で,企 業 間KMの 知識活用 レベル は,ス タ テ ィ ックな既存 知識 の活 用 レ
ベル か ら,知 識 をベー スにイノベ ー ションや創発 を起 こさせ るダイ ナ ミックな活用へ と進化 しつ
つ ある。最 近注 目を集 め て い るコ ラボ レー テ ィブ ・コマ ース(CollaborativeCommerce)や
CPC(CollaborativeProductCommerce)を実現 するためには,企 業間 の知識共有 シス テ ムが
必要不可 欠で ある。 ここに,筆 者 ら[4]がKMの 拡 張概念 としてKCMを 提唱す る背景 が存 在 す
る。
従 来型SCMが 既存の ビジネス ・プ ロセ スに沿 った水平 的な逐次情報 フ ローであ ったのに対 し,
KCMは 知識 をベースに企業間の ビジネス ・プ ロセ スを組 み替 え,同 時並 行的(コ ンカ レン ト)
な活動 を行 うわけであ る。すなわ ち,KCMは サプライチ ェー ン間の競争 優位を実現す るために,
企業 間 の知識共 有 とコラボ レー シ ョンを実現 させ,バ リュー ・チ ェー ンを構築す ることをめざす
のであ る。
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5.TOCに 関す る低 エ ン トロ ピー源 フ レー ム ワー ク
これ まで,ス ケ ジュー リング問題 は多 目的かつ複雑で,最 適化が 困難 である ため,「 非 常 に厄
介な問題」 とされ てきた[21]。SCMに おいて,こ の厄介 な問題 に対 しシンプルかっ統一 的 な計
画方法 を提示 す る役割を果たす ものがTOCで あろ う。TOCは,SCMの中核 に位置 づ け られ る
理論で あ り,ボ トルネ ックにサプ ライチ ェーン全体の計画 を合 わせ込 む とい う,き わめて シンプ
ルな スケジ ュー リングを可 能にす るものであ る。 その上 で,ボ トルネ ックを改善することにより,
サプライチ ェー ン全体 を同期 化 させなが らスル ープ ッ トを向上 させる ことにな る[9]。
一般 にスケ ジュー リング問題が,多 目的かつ複雑 であるとい うことは,ス ケ ジュー リングのた
めの情報 が高 エ ン トロピーの状態 にあ ることを意味す る。 このエ ントロピーは,自 然や社会 が放っ
てお くと,不 可逆 的に増大 し続 けることになる(エ ン トロピー増大 の法則)。 そ こで,我 々人間
は何 らかの 「低エ ン トロピー源」を投入す ることによ り,エ ン トロピー増 大 に対抗 しなければな
らないのである[22]。
スケ ジュー リング問題 においては,TOCが この低 エ ン トロピー源の役 割を 果 たす もの で あろ
う。 なぜな ら,多 目的かつ複雑な スケ ジュー リングのための情報(高 エ ン トロ ピーの状態)か ら
TOCが スケ ジュー リングに介在 す るエ ン トロピーを奪 い取 るこ とによ り,シ ンプルなスケ ジュー
リング(低 エ ン トロ ピーの状態)を 可能 にす るか らであ る。 すなわ ち,ス ケジ ュー リングにおい
てTOCは,意 思決定のあ いまいさ,言 い換 えれ ば情報 処理過 程の行動 エ ン トロ ピーを減少 させ
る役割 を果 たす のである。筆者[22]は,こ の ような考え方 に基づ き,図1に 示す 「TOCに 関
す る低 エ ン トロ ピー源 フ レームワーク」 を提案 してい る。
図1は,相 対的 に高い エ ン トロピーを持 つ入力情報(販 売情報,生 産実績,在 庫情報 等)か ら
TOC(低 エ ン トロピー源)が 高エ ン トロ ピーの雑音 を奪 い取 り,そ の分 だ け出力情 報(生 産計
画)の 価値 を高 める ことを表 してい る。言 い換えれ ば,TOCに 基づ くスケ ジュー リングが 行動
エ ン トロピーを低下 させ る分 だけ情報 の価値を高め るので ある[22]。
これ は,槌 田[23]の 指摘 す る 「物理 価値+エ ン トロ ピー=一 定」 とい う枠 組み に沿 った視点
で あ り,そ の物 理 価値 を情 報 の価 値 に置 き換 え た もの とな る。 さ らに,低 エ ン トロ ピー源
(TOC)が エ ン トロ ピーを奪 い取 ることによって高 ま った情報 の価値 は,シ ャノンの情報 理 論 に
TOC:低 エ ン トロ ピ ー源
↓
匝 互トー ・ケ・・一・・グ・一∫ω[垂 回
高 エ ン トロ ピ ー ↓ 低 エ ン トロ ピー
価 値:低 雑 音:高 エ ン トロ ピー 価値:高
図lTOCに 関 す る 低 エ ン トロ ピー 源 フ レー ム ワ ー ク[22]
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お ける 「情報 量」 に相 当す るの であ る。 これ よ り,SCMに お け る低 エ ン トロ ピー源 と して の
TOCが,サ プ ライチ ェー ン全体で共有すべ き価値 の高 い 「良 い知識Jで あ ることがわか る。
6.SCMとKCMに お け る 「制約 条 件 フ レーム ワー ク」 の提案
SCMに おいて,TOCの 「ボ トルネ ックに合わせ込む」 とい うロ ジックは,ス ケ ジュー リング
の際の複雑 な問題を簡素 化 し,全 体最適 を達 成す るための核 とな る低エ ン トロ ピー源 である。 し
たが って,SCMに お ける全体 最適は,ボ トル ネックの ス ピー ドにサ プライ チ ェー ン全体 を合 わ
せ込む こ と(=同 期化;synchronization)に よって達成 されるのである。
これに対 して,KCMの 場合 は どうであ ろうか?KCMは,こ れ までKMに おいて個 別 企業
ごとに行 われて きた知識 共有を サプライチ ェー ン全体 へ と拡 張す るもので あることは前述 の通 り
であ る。 その際 に共有 すべ き知識 は,サ プ ライチ ェー ンに とって,よ り良い知識(ベ ター ・ナ レッ
ジ)あ るいはベス トな知 識(ベ ス ト・ナ レッジ)で ある。 したが って,KCMに おいて合 わせ込
むべ き ものはサ プライチ ェ」 ン全体 に とっての 「ベター,ベ ス ト・ナ レッジ」で ある。 この こと
は,SCMに おける 「ボ トルネ ックに合わせ込む」 とい う基本的 スタ ンス との対 比 に おい て特 徴
的で ある。
・SCM:ボ トル ネ ッ ク に全 体 を合 わ せ込 む(TOC)
・KCM:ベ タ ー ・ナ レ ッ ジ,ベ ス ト ・ナ レ ッ ジ に合 わ せ 込 む
それで は,両 者は対立 す るものなのであろ うか?SCMの 「ボ トルネ ックに合 わせ る」 と,
KCMの 「べ夕 「,ベ ス ト・ナ レッジに合 わせる」 とは正反対 のア プロー チで あるかの よ うに も
思 え る。 しか し,本 研 究で は両者が決 して対 立す るものではな く,十 分 に両立可能で あるとの考
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ここで,SCMとKCMが 両立可能で あるの は,SCMに お け るTOCを,KCMに おけ るベス
ト・ナ レッジの一 つ と して位置づ けることができるか らであ る。 すなわ ち,SCMに おいてTOC
が サプライチ ェー ンを全体最適化へ と導 くと同時に,TOC自 体 を複雑 な スケ ジュー リング問題
に対す る一 つのベ ス ト・ナ レッジとして位置づ け,こ れ をKCMに よ り共 有 してい くわけで ある。
図2を 「制約条件」 フレー ムワークと呼ぶの は,SCMに おいて ボ トルネ ックを制 約条 件 と し
て位置づ けるの と同様 に,KCMに おいて共有す べき知識 が 「ベター ・ナ レッジ」 あ るいは 「ベ
ス ト・ナ レッジ」 に制約 され るか らで ある。 したが って,KCMで はサプ ライ チェー ンに とって
あま り意味 のないよ うな知識 は,共 有すべ き対 象 とはな らないのであ る。 言 い換 え れば,KCM
で はそのときのサプ ライチ ェー ンにとって よ り良 い知識,最 も良い知 識を共有す るわ けで ある。
その際に,IT活 用 による有用 な情報 の共有花 が基盤 とな るこ とは,SCMやKMの 場 合 と同様
で ある。
図2は,KCMが サ プライチェー ン全体 の最適性 を追求す るためのマネ ジメ ン ト(SCM)の 核
とな り,こ のKCMに おけるベス ト・ナ レッジの一つがTOCで あることを示 して い る。 これ に
よ り,SCMの 中にKCMを 取 り込み,全 体最適 のための知識 を共 有すべ きで あるこ とが わかる。
そ して,TOCに 代 表 され るベ ター,ベ ス ト・ナ レッジをサプライチ ェー ン全 体 で共有 し,BPR
のよ うな個別企業 ごとの最適化で はな く,サ プライチ ェー ン全体 の最適化を図 るので ある。次節
で は,こ の点に注 目し,KMとKCMの めざす最適性 の違 い について考察す る。
7.KMとKCMの めざす最適性の違い
筆者は先行研究[9]に おいて,近 年の 「BPRか らSCMへ の流れ」 に注目し,そ れらの間の
類似点 ・相違点について検討 している。この中で,と もにメ.ンバーの知的 ・創造的活動によりビ
ジネス ・プロセスの改善 ・改革を推 し進め 「全体最適」をめざす両者の姿勢は一致 しているが,
その 「全体」の範囲が異なることを指摘 している。BPRが めざす全体最適 は基本的に個別企業
の全体最適であるのに対 して,SCMが めざす全体最適はサプライチェーン全体の最適性なので
ある。 したがって,SCMか ら見れば,BPRあ 全体最適は部分最適(こ れは;筆 者 は 「組織にお
ける学習の二面性の概念モデル」[20]に おける 「局所最適」に相当するものであ る)と いうこ
とになる。
このようなBPRとSCMの 相違点と同様の視点から,KMとKCMの めざす最適性 の違いを
捉えることができる。KMで は,取 りたてて全体最適を主張 しているわけではないが,ナ レッジ・
「マネジメント」である以上,「組織における最適性の追求」という考え方が根底に流れているこ
とは間違いないところであろう。 しかし,そ の最適性は多 くの場合,図2の ように自部門や自社
にとっての最適性であり,サ プライチェーン全体の最適性であるとは限 らない。 これに対 して,
KCMに おいてめざす最適性はサプライチェー ン全体にとっての最適性であり,そ れがべ 夕一あ
るいはベス ト・ナレッジなのである。 したがって,KCMで はサプライチェーン全体の最適化の
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たあ のベ ター,ベ ス ト・ナ レ'ッジをサプ ライ チェー ン全体 で共 有 す る こ とにな る。 もち ろん,
KMに おいて もめざすべ き最適性 は部分最適 ではな く,全 体最適 であ るが,こ れ は基本的 に個別
企 業 にと っての全体最 適なので ある。
一方,KMに して もKCMに して も,「 情報共有」 や 「知識共有」 のための・IT活用が重要 な役
割 を果 たす点 で,両 者 のア プローチは共通 している。ITを 活用 した 「メ ンバ ーの知 的 ・創造 的
活動」 が,よ り良 い知 識 ・最 も良 い知識 を生み出す源泉 となるのであ る。 したが って,BPRと
SCMに お いてIT活 用 が ともに重要 な役割 を果たす ことと同様 の文脈 で,KMとKCMの関係 を
捉 え ることがで きる。 すなわ ち,BPR,SCM,KM,KCMい ず れ に とって も,IT活 用 とそれ に
よる情 報共有 が重要な要素 と して位置づ け られるので ある。
以上 の議論 によ り,BPRとSCMの 間の,め ざすべき最 適性 の範 囲 の違 い と両者 に共 通 した
IT活 用 の重 要性 は,KMとKCMの 間の相違 点 ・類似点 に も引 き継 が れ てい る こ とが わか る。
その意味 において,KMか らKCMへ の対 象範囲 の拡 張は,BPRか らSCMへ の拡 張 と類 似 した
性格 を有す るのである。
8.お わ り に
本研 究で は,SCM,e-SCM,TOC,KCM,e-KCMに関す る筆者 らの一連 の先 行 研究 を ふ まえ
た上 で,SCMとKCMと の間の制 約条 件の違いに注 目し,「 制約条件 フレーLワ ー ク」 を提示 し
た。 これによ り,SCMで はボ トル ネ ックに全体を合 わせ込 むの に対 し,KCMで はベ ター ・ナ
レッジあ るいはベ ス ト・ナ レッジに全体 を合わせ込 む とい う,両 者 の スタ ンスの違いを指摘 した。
その上 で,SCMは,TOC(制 約理論)の 「ボ トル ネ ックに全体 を合 わせ込む」 とい うベ ス ト・
ナ レッジに全体を合わせ込む システムであ ることを指摘 した。 その意 味か ら,「 何 に全 体 を合 わ
せ込む ・々?」 に関 して正反対の アプ ローチであるかのよ うにも思 え るSCMとKCMが 十 分 に両
立 可能 であ り,そ れはマネ ジメ ン ト・システ ムと してのSCMの 中にKCMを 取 り込 む ことに よ
り実現 しうるものであ ることを示唆 した。
さ らに,BPRとSCMの 間の,全 体最適 の範囲(相 違点)とIT活 用の重要性(類 似 点)は,
KMとKCMの 間の相違 点 ・類似点 に引き継 がれて お り,KMか らKCMへ の対象範囲の拡張 は,
BPRか らSCMへ の拡張 と類似 した性格を有する とい う,新 た な視点 を提示 した。
(本研究は,学 術フロンテ ィア推進事業 「先端的グ ローバル ・ビジネスとITマ ネジメン トーGlobal
e-SCMに 関する研究一」の一環として行われたものである)
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